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別紙１

関係法令等

旅館業法（抜粋）

第二条 この法律で「旅館業」とは、旅館・ホテル営業、簡易宿所営業及び下宿営業を

いう。

２ この法律で「旅館・ホテル営業」とは、施設を設け、宿泊料を受けて、人を宿泊さ

せる営業で、簡易宿所営業及び下宿営業以外のものをいう。

公衆浴場法（抜粋）

第一条 この法律で「公衆浴場」とは、温湯、潮湯又は温泉その他を使用して、公衆を

入浴させる施設をいう。

２ この法律で「浴場業」とは,都道府県知事(保健所を設置する市又は特別区にあつて

は、市長又は区長。以下同じ。）の許可を受けて、業として公衆浴場を経営すること

をいう。

函館市公衆浴場法施行条例（抜粋）

（定義）

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定め

るところによる。

(1) 普通浴場 温湯または温泉を使用し，男女各１浴室に同時に多人数を入浴させる

施設（以下「入浴施設」という。）であって，その利用の目的および形態が地域住

民の日常生活においてその健康の保持および保健衛生上必要不可欠のものとして使

用されるものをいう。

(2) 福利厚生浴場 国，地方公共団体，社会事業団体その他の団体または会社等が，

特定人の福祉または福利厚生を目的として設置する入浴施設をいう。

(3) その他の浴場 普通浴場および福利厚生浴場以外の公衆浴場をいう。

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（抜粋）

（定義）

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

二 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に

又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。

六 暴力団員 暴力団の構成員をいう。
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風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（抜粋）

（用語の意義）

第二条 この法律において「風俗営業」とは、次の各号のいずれかに該当する営業をい

う。

一 キヤバレー、待合、料理店、カフエーその他設備を設けて客の接待をして客に遊

興又は飲食をさせる営業

二 喫茶店、バーその他設備を設けて客に飲食をさせる営業で、国家公安委員会規則

で定めるところにより計つた営業所内の照度を十ルクス以下として営むもの（前号

に該当する営業として営むものを除く。）

三 喫茶店、バーその他設備を設けて客に飲食をさせる営業で、他から見通すことが

困難であり、かつ、その広さが五平方メートル以下である客席を設けて営むもの

四 まあじやん屋、ぱちんこ屋その他設備を設けて客に射幸心をそそるおそれのある

遊技をさせる営業

五 スロットマシン、テレビゲーム機その他の遊技設備で本来の用途以外の用途とし

て射幸心をそそるおそれのある遊技に用いることができるもの（国家公安委員会規

則で定めるものに限る。）を備える店舗その他これに類する区画された施設（旅館

業その他の営業の用に供し、又はこれに随伴する施設で政令で定めるものを除く。）

において当該遊技設備により客に遊技をさせる営業（前号に該当する営業を除く。）

５ この法律において「性風俗関連特殊営業」とは、店舗型性風俗特殊営業、無店舗型

性風俗特殊営業、映像送信型性風俗特殊営業、店舗型電話異性紹介営業及び無店舗型

電話異性紹介営業をいう。

１３ この法律において「接客業務受託営業」とは、専ら、次に掲げる営業を営む者か

ら委託を受けて当該営業の営業所において客に接する業務の一部を行うこと（当該業

務の一部に従事する者が委託を受けた者及び当該営業を営む者の指揮命令を受ける場

合を含む。）を内容とする営業をいう。

一 接待飲食等営業

二 店舗型性風俗特殊営業

三 特定遊興飲食店営業

四 飲食店営業（設備を設けて客に飲食をさせる営業で食品衛生法（昭和二十二年法

律第二百三十三号）第五十五条第一項の許可を受けて営むものをいい、前三号に掲

げる営業に該当するものを除く。以下同じ。）のうち、バー、酒場その他客に酒類

を提供して営む営業（営業の常態として、通常主食と認められる食事を提供して営

むものを除く。以下「酒類提供飲食店営業」という。）で、午前六時から午後十時

までの時間においてのみ営むもの以外のもの

地方自治法施行令（抜粋）

（一般競争入札の参加者の資格）

第百六十七条の四 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争

入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第

三十二条第一項各号に掲げる者


